　　永住外国人への地方参政権付与の法制化に反対する意見書
　
現在、国会において永住外国人への地方参政権付与の法制化が検討されているとの報道がある。しかし、これが国の根幹に関わるような重大な法案であるにもかかわらず、国民への説明は十分に尽くされておらず、テレビや新聞の世論調査でも参政権付与に関して賛成が過半数を超えるということはない。

そもそもこの参政権付与については、現在政権与党である民主党が２００９年の政策集に「結党時の基本政策に『早期に実現する』と掲げており方針は引き続き維持する」と掲載しているが、党内には反対者もあり、衆議院選挙マニフェストには掲載しておらず、この点において全く国民の審判を受けていないといえる。
地方参政権の付与について、最高裁は平成７年２月２８日、「公務員を選定罷免する権利を保障した憲法１５条１項の規定は、権利の性質上日本国民のみをその対象とし、右規定による権利の保障は、わが国に在留する外国人には及ばないと解するのが相当である」として、参政権は国民固有の権利であり、在留外国人には付与されていないとの判決を下している。一方、「地方参政権を付与することは憲法上禁止されていない」としているこの判決の傍論は、判例としての拘束力はない。
また、これまで外国人の地方参政権問題については、歴史的な経緯のある在日韓国人を主とする特別永住者だけを対象としてきた。しかし昨今の議論からは突如として中国人などの一般永住者にも参政権を付与すべきとの案が浮上している。年々増える一般永住者に参政権を与えることになれば､地方議会の運営は混乱をきたすだけでなく、領土問題を抱える人口の少ない地方公共団体において外国人の支持を受けた地方議員や首長が誕生すると、我が国の安全保障を脅かす恐れもある。

さらに、先進８カ国(Ｇ８)を見ても、ロシアを除く７カ国は、国として永住外国人に地方参政権を付与しておらず、地方参政権の付与が世界の潮流というまでには全く至っていない。
そして、わが国には他国に比べてかなり要件の緩い帰化の制度が設けられており、どうしても日本の政治に参加したいという思いがあれば、帰化するという選択肢によってその道が開かれている。
こうした理由により、政府におかれては、永住外国人への地方参政権付与に関する法律を制定することのないよう強く要望する。

以上、地方自治法９９条の規定により意見書を提出する。

